◎９割は「対応検討中」＝地方公務員の給与削減要請で―総務省調査

　総務省は５日、政府が７月からの実施を要請している地方公務員の給与削減について、３月下旬時点の全自治体の取り組み状況に関する調査結果を公表した。全体の８９．４％は「対応方針を検討中」と回答。一方、「減額方針を決定」や、減額に関する条例案を「議会に提出済み」「議決済み」と回答したのは１．２％にとどまった。

　政府は、国家公務員が２０１２年４月から給与を７．８％削減しているのを受けて、地方にも同様の措置を取るよう求めている。調査は、都道府県、市区町村全１７８９団体に対し、アンケート方式で実施した。　

　１５９９団体は「対応方針を検討中」と回答。対応を検討する意向を示すなど、「首長が態度を表明」したのは７．２％に当たる１２８団体。「職員団体などと協議中」としたのが２．２％４０団体だった。

　奈良、岡山両県を含む１６団体は、人事当局などが「減額方針を決定」。北海道芦別市、奈良県平群町、鳥取県伯耆町、長崎県壱岐市は給与を削減する条例を既に議決済みで、茨城県かすみがうら市も議会に提出したと答えた。

　また、東京都は「地方公務員の給与は地方が自主的に決めるべきだ」と回答。このほか、都道府県と政令市では、鳥取、香川両県と堺市が独自の給与カット実施などを理由に、国の要請に対応した給与削減の検討は行わないとしている。愛媛は「検討に至っていない」と回答した。調査は随時実施する方針で、次回は４月下旬に行う予定。（了）（20130405）
